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令和４年８月 23日 

独立行政法人住宅金融支援機構（本店：東京都文京区後楽１-４-10、理事長：毛利 信二）

は、お客さまの負担軽減や利便性向上を目的に【フラット３５】や災害復興住宅融資等の機

構融資のデジタル化について全社横断的に取り組んでおります。 

 

今般、この取組の一環として、お客さまがマイナポータルＡＰＩ連携により収入情報を取

得し、住宅ローン申込みに利用できる日本初のサービスを令和４年 10 月から開始します。 

お客さまがマイナンバーカードを利用して本サービスにより取得した収入情報をご提出い

ただくことで、【フラット３５】や機構融資の申込みに必要な公的収入証明書等の提出に代え

ることが可能となります。 

これにより、これまで役所等において有料で取得していた収入証明書の代わりにいつでも

（※１）どこにいても無料で取得できる収入情報を【フラット３５】や機構融資の申込みに利

用できます。 

本サービスは、【フラット３５】取扱金融機関 60 機関（10 月３日時点（取扱金融機関一覧

は別紙のとおり））及び災害復興住宅融資等の機構融資で利用可能とする予定（※２）です。 

※１ 第３土日及びシステムのメンテナンスの時間帯等を除きます。 

※２ 本サービスに関しての詳細は、10 月３日（月）にフラット３５サイト及び機構サイトに掲載

し、利用を開始する予定です。 

 

＜サービスの概要＞ 

・機構が作成するＷｅｂサイト上でマイナポータルＡＰＩ連携により取得した収入情報を

【フラット３５】及び災害復興住宅融資等の機構融資の申込みに利用できます。 

・取得した収入情報は、データでも紙でも提出可能です。提出いただく収入情報は、改ざん

防止措置がなされており、金融機関及び機構においてその真正性を確認します。 

※ ただし、取扱金融機関が定めるルールや審査の結果によっては、追加で確定申告書

の写しなど他の収入情報を提出いただく場合があります。 
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別紙 

マイナンバーカード認証による収⼊情報取得サービスが利⽤できる 

【フラット３５】取扱⾦融機関⼀覧 ※令和４年 10 月３日時点（順次追加予定） 

＜都市銀⾏（３機関）＞ 

みずほ銀⾏ 

りそな銀⾏ 

埼⽟りそな銀⾏ 

 

＜信託銀⾏（１機関）＞ 

三井住友信託銀⾏ 

 

＜第一地銀（５機関）＞ 

群⾺銀⾏ 

千葉興業銀⾏ 

きらぼし銀⾏ 

百五銀⾏ 

中国銀⾏ 

 

＜第二地銀（６機関）＞ 

北洋銀⾏ 

神奈川銀⾏ 

トマト銀⾏ 

愛媛銀⾏ 

⾼知銀⾏ 

沖縄海邦銀⾏ 

 

＜その他銀⾏（３機関）＞ 

イオン銀⾏ 

住信 SBI ネット銀⾏ 

ゆうちょ銀⾏ 

 

＜信⽤⾦庫（19 機関）＞ 

室蘭信⽤⾦庫 

北⾨信⽤⾦庫 

北⾒信⽤⾦庫 

杜の都信⽤⾦庫 

しののめ信⽤⾦庫 

多摩信⽤⾦庫 

⻑野信⽤⾦庫 

富⼭信⽤⾦庫 

にいかわ信⽤⾦庫 

興能信⽤⾦庫 

岐⾩信⽤⾦庫 

豊川信⽤⾦庫 

北おおさか信⽤⾦庫 

但陽信⽤⾦庫 

しまね信⽤⾦庫 

⻄中国信⽤⾦庫 

愛媛信⽤⾦庫 

九州ひぜん信⽤⾦庫 

⼤分信⽤⾦庫 

 

＜信⽤組合（２機関）＞ 

銚子商工信⽤組合 

近畿産業信⽤組合 

 

＜労働⾦庫（２機関）＞ 

中央労働⾦庫 

九州労働⾦庫 

 

＜信農連（１機関）＞ 

兵庫県信⽤農業協同組合連合会 

 

＜モーゲージバンク（18 機関）＞ 

日本住宅ローン 

東京クレジットサービス 

アルヒ 

旭化成ホームズフィナンシャル 

全宅住宅ローン 

ファミリーライフサービス 

財形住宅⾦融 

優良住宅ローン 

カシワバラ・アシスト 

オリックス・クレジット 

日本モーゲージサービス 

LIXIL ホームファイナンス 

ハウス・デポ・パートナーズ 

クレディセゾン 

⼀条住宅ローン 

ホームファーストファイナンス 

ヤマダファイナンスサービス 

ネクサスバンク 



マイナンバーカード認証による収入情報取得サービス（概要）

●●

○○様収入情報

申込み

Webフォーム 収入情報入⼒欄 マイナンバーカード認証 収入情報の格納

収入情報

機構管理番号

申込み

収入情報取得サイト
へアクセス

マイナンバーカード認証 収入情報取得
サイトから
帳票を

ダウンロード

帳票提出

⾦融機関において、
帳票が改ざんされた
ものでないかを確認

審査
（改ざん検知）

・【フラット３５】や災害復興住宅融資等の機構融資をお申込みのお客さまが、マイナンバーカードを利⽤し、役所等に⾏かな
くてもいつでも、どこにいても無料で取得可能な収入情報をお申込みに活⽤できるサービスを令和４年10月から開始します。

・提出された収入情報の帳票は、⾦融機関及び機構において改ざん確認を⾏いますので、不適正な申込みの防⽌にも有効です。

マイナポータルから
所得情報を取得する

マイナポータルから
所得情報を取得する

※【フラット３５】については、希望する取扱⾦融機関が順次導入予定。
※災害復興住宅融資のWeb申請については、令和５年10⽉にリリース予定としており、当該サービスも利⽤可能とする予定。

お客さまの手続 ⾦融機関の手続

お客さまの手続
Webフォームによる借入申込みの場合※

書面による借入申込みの場合

注）格納された情報をお客さまが変更
できないようにすることで改ざん防止

別添


